パート社員給与規程

第1章　総則

（総則）

第1条　パート社員就業規則第○条（給与）に基づくパート社員（以下「社員」という。）の給与は、この規程に定めるところによる。

（給与の原則）

第2条　社員の給与は、職務の内容ならびに職務の遂行能力および勤務成績に基づき、勤務条件等を考慮して決定する。

（適用範囲）

第3条　この規定は、パート社員就業規則第○条（パート社員の定義）に規定する社員に適用する。

2　労働基準法第41条に基づく保安警備、寮管理およびその他施設の管理等、断続的に労働に従事する者に対しては、原則として第19条（時間外勤務手当）および第20条（休日勤務手当）は適用しない。

第2章　給与

（給与の種類）

第4条　社員の給与は、給与・賞与に分ける。

（給与の体系）

第5条　社員の給与は、時間給および手当とに分け、その細目は次のとおりとする。


時間給



時間外勤務手当

給　　与

休日勤務手当


手　当
深夜勤務手当



通　勤　手　当
（給与控除）

第6条　給与支払に際して、次のものを控除する。

（1）会社の支給する給与にかかる給与所得税

（2）社会保険料

（3）生命保険料

（4）損害保険料

（5）社員融資金の返済金

（6）自己啓発教材・授業料

（7）社内斡旋品代金

（8）火災共済掛金

（9）その他相互の協定によるもの

（給与の計算期間および支給日）

第7条　給与は、前月の16日から当月15日までを給与計算期間とする。

2　給与は、毎月25日に支給する。ただし、支給日が日曜日または祝日にあたるときは、その前日に繰上げて支給する。

（給与の非常時払）

第8条　社員またはその者の収入によって生計を維持する者が、次の各号のいずれかに該当する場合で、当該社員から請求があったときは、前条の規定にかかわらず支給日前において既往の労働に対する給与の額を限度として支給する。

（1）出産・疾病・結婚・死亡または災害のための費用を要するとき

（2）やむを得ない理由のため1週間以上にわたって帰郷するとき

（3）その他、会社が特に必要と認めたとき

（平均給与の計算）

第9条　平均給与は、原則として算定する事由が生じた日の直前の給与締切日から起算して、過去3カ月の給与総額をその期間の総日数で除した額とする。

2　給与総額には、臨時に支給された給与および3カ月を超える期間ごとに支払われる給与は算入しない。

（換算時間給）

第10条　第19条（時間外勤務手当）から第21条（深夜勤務手当）までに規定する勤務1時間あたりの換算時間給は、一給与計算期間に支給される給与から、通勤手当・臨時に支払われる給与を除いた額を1カ月平均の所定勤務時間で除した額（円未満切上げ）とする。

（給与の減額）

第11条　遅刻・早退・欠勤等により勤務しなかった時間に対しては、給与は支給しない。

（減額の適用除外）

第12条　前条の規定にかかわらず、次の各号に掲げる場合には、給与の減額は行わない。

（1）欠勤・遅刻・早退で会社がやむを得ない事情によるものと認めた場合

（2）健康上の理由その他によって会社が勤務時間を制限している場合

（休職中の給与）

第13条　社員が休職となった場合の給与は、次のとおりとする。

（1）公傷病休職・・給与は支給しない。ただし、この場合はパート社員就業規則第○条による災害補償を適用する。

（2）私傷病休職・・給与は支給しない。

（3）事故休職・・給与は支給しない。

（4）社命休職・・平均給与の6割の休業手当を支給する。

（休暇中の給与）

第14条　社員が休暇をとった場合の給与は、次のとおりとする。

（1）年次有給休暇・・通常の給与を支給する。

（2）特別有給休暇・・通常の給与を支給する。

（女性社員の生理および母体保護のための特例による休暇中の給与）

第15条　パート社員就業規則第○条による女性社員の生理および母体保護のための特例適用の場合の給与は支給しない。

（死亡、退職および解雇に伴う給与の支払）

第16条　会社は、社員が退職し、本人から請求があった場合、または社員が死亡し遺族から請求があった場合には、請求があった日から7日以内に本人の権利に属する給与を支払う。

2　遺族の範囲は、労働基準法施行規則第42条、第43条の順位とする。

第3章　時間給および手当

（時間給の決定）

第17条　時間給は、次の各号に掲げる事項を考慮して決定する。

（1）職務の内容と責任の度合

（2）職務遂行能力および勤務成績

（3）勤務時間帯

（4）勤務店舗の事情

（昇給および昇給時期）

第18条　昇給は、社員の勤務成績に基づき決定し、原則として毎年7月の給与から実施する。

（時間外勤務手当）

第19条　時間外勤務手当は、実働8時間を超えて勤務することを命ぜられて、その勤務に服した社員に対して換算時間給の130％を支給する。

2　時間外勤務手当の額は、その勤務1時間につき、次のとおりとする。

（1）実働時間8時間以内の場合は、時間給の100％とする。

（2）実働時間8時間を超えた場合は、換算時間給の130％とする。

（休日勤務手当）

第20条　休日勤務手当は、休日に勤務することを命ぜられ、その勤務に服した社員に支給する。ただし、パート社員就業規則第○条（勤務時間、始業・終業の時刻および休日の変更）第○項の定めるところにより振替休日を与えられた場合は当該休日勤務は、通常の勤務日に勤務したものとみなし、休日勤務手当は支給しない。

2　休日勤務手当の額は、その勤務1時間につき、換算時間給の130％とする。

3　なお、週1日以上または4週間を通じ4日以上の休日を確保できなかった場合の休日勤務手当の額は、その勤務1時間につき、換算時間給の135％とする。

（深夜勤務手当）

第21条　深夜勤務手当は、午後10時から午前5時までの間に勤務した社員に支給する。

2　深夜勤務手当の際は、その勤務1時間につき換算時間給の30％とする。

（通勤手当）

第22条　通勤手当は、通勤のために交通機関を利用する月間雇用契約日数が15日以上の社員に、定期代分を、月間雇用契約日数が15日未満の者には実費を支給する。

2　徒歩による通勤距離が片道2km未満である場合は、通勤手当は支給しない。

3　入社月、退社月については、実費全額を支給する。

第4章　賞与

（賞与の支給原則）

第23条　賞与は、原則として毎年7月および12月に支給する。ただし、会社の営業成績によっては支給しないことがある。

2　賞与の支給額・支給条件および支給日については、そのつど定める。

（賞与支給の受給資格）

第24条　賞与は、次の期間在籍し、かつ支給当日在籍する社員に支給する。

2　前項の受給資格がなく、支給日当日在籍する社員については、そのつど定める。

第5章　功労金

（功労金）

第25条　功労金は、社員が退職するにあたり、その在籍中の功績が特に顕著であると認められる場合に支給する。

2　功労金の額は、そのつど定める。

付則

（実施時期）

　この規程は、平成○年○月○日から実施する。
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